⑱不動産の登記簿謄本（賃貸借契約書の写し及び賃貸人の所有を証する登記事項証明書）

　※　不動産を賃貸借する場合は、賃貸借契約書の写し及び賃貸人の所有を証する不動産登記の登記事項証明書を添付すること。（ただし、いわゆる雑居ビルの一室で開設する場合は、「土地の登記事項証明書」は添付する必要はないこと。）

不動産賃貸借契約書の写し

(1)　契約期間は、土地、建物とも10年以上とし、これが明記されていること。

(2)　従来個人で契約していたものは、あらためて賃借人を医療法人設立代表者として表示した契約を締結すること。

特約事項として以下の条文を加える。

　「本契約は、香川県知事の医療法人設立認可の日をもって発効するものとし、同法人設立のうえは乙（賃借人）の表示は医療法人理事長○○○○と読み替えるものとする。」

(3)　本契約書の写しに、設立代表者の原本証明を行うこと。

(4)　敷金や保証金は、医療法人の基本財産として拠出すること。

⑲不動産の評価書（賃借料の算出根拠を示した書類）

　※　現物出資する場合は、不動産の評価書（不動産鑑定士が評価したもの）を添付すること。

　※　不動産を賃貸借する場合は、賃借料の算定根拠を示した書類を添付すること。

　　　

　　　社員・役員が賃貸人である場合において、賃貸料が近隣の土地、建物等の賃借料と比較して著しく高額なものである場合には、医療法第５４条（剰余金配当の禁止）の規定に抵触するおそれがあるため、賃借料の算出根拠を明らかにした書類を添付すること。

　







